
北海道告示第11511号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和７年９月30日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その20）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 児童養護施設等におけ 道内に児童養護 児童養護施設等に入所するこども等の 10分の10以内 (1)実績による交付 保福第１の２号様式 提出部数 １部

る熱中症防止対策支援事 施設又は児童自立 熱中症防止に資する壁掛けエアコン等を 申請を行わない場合 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

業費補助金 支援施設、母子生 導入するために必要な経費 (寄附金その他 保福第１の２号様式 保福第１の31号様式 る日

児童養護施設等に入所 活支援施設、乳児 の収入金がある 保福第１の16号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

するこども等の熱中症防 院、児童心理治療 ときは、補助金 保福第１の18号様式 子ども政策

止するために必要とする経 施設、児童家庭支 等の額の算定に 保福第１の20号様式 局子ども家

費を補助することにより、社 援センター、里親 当たり、当該寄 保福第１の32号様式 庭支援課

会的養護が必要なこどもの生 支援センター、児 附金その他の収 別に指示する様式

活環境の改善を図ることを目 童自立生活援助事 入金の控除等を

的として予算の範囲内で 業所、小規模住居 行う。) (2)実績により交付

補助する。 型児童養育事業所 申請を行う場合

（ファミリーホー 保福第１の２号様式

ム）を設置する法 保福第１の16号様式

人等 保福第１の18号様式

保福第１の31号様式

保福第１の32号様式

別に指示する様式

２ 障害児通所支援事業所等 道内（指定都市 障害児通所支援事業所等を利用する ４分の３以内 (1)実績による交付 保福第１の２号様式 提出部数 １部

における熱中症防止対策支援 ・中核市の指定を 子どもの熱中症防止に資する壁掛けエア 申請を行う場合 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

事業費補助金 除く。）に児童発 コン等を導入するために必要な経費 (寄附金その他 保福第１の２号様式 保福第１の31号様式 る日

障害児通所支援事業所等 達支援、児童発達 の収入金がある 保福第１の16号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

を利用する子ども等の熱中症 支援センター、放 ときは、補助金 保福第１の18号様式 子ども政策

防止に資するため必要とする 課後等デイサービ 等の額の算定に 保福第１の31号様式 局子ども家

経費を補助することにより、 ス、福祉型障害児 当たり、当該寄 保福第１の32号様式 庭支援課

障害児通所支援事業所等を利 入所施設及び医療 附金その他の収 （申請者が市町村で



用する子どもの環境改善を図 型障害児入所施設 入金の控除等を ある場合を除く。）

ることを目的として、予算の を設置する市町村 行う。) 別に指示する書類

範囲内で補助する。 及び法人等

(2)(1)によらない交

付申請を行う場合

保福第１の２号様式

保福第１の16号様式

保福第１の18号様式

保福第１の20号様式

保福第１の32号様式

（申請者が市町村で

ある場合を除く。）

別に指示する書類

３ 令和７年度(2025年度) 前年度の生産活 就労継続支援Ａ型事業所の経営改 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

就労継続支援Ａ型事業所 動収支が赤字であ 善モデル事業の実施に必要な報酬、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

の経営改善モデル事業 り、経営改善計画 給料、職員手当等、賃金、共済費、 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

直近の生産活動収支が 書を道が定める期 報償費、旅費、需用費（消耗品費、 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

赤字である就労継続支援 日までに提出した 燃料費、食料費、印刷製本費、光熱 ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局障が

Ａ型事業所に対して、生 道所管（政令市及 水費、修繕料）、役務費（通信運搬 等の額の算定に 別に指示する様式 い者保健福

産設備の導入に加え、経 び中核市の事業所 費、手数料、保険料、広告料）、委 当たり、当該寄 祉課

営改善に関する専門家等 は除く）の就労継 託料、使用料及び賃借料、備品購入 附金その他の収

による各種分析・業務開 続支援Ａ型事業所 費、その他実施に必要な経費として 入金の控除等を

拓等を併せて実施するこ 知事が認めたもの 行う。)

とに要する経費を補助す

ることにより、赤字から

黒字へ転換するノウハウ

を収集し、横展開を図る。


